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・ははじじめめにに  

「いなべ市人口ビジョン（令和元年度改訂版）」について 

「いなべ市人口ビジョン（令和元年度改訂版）」は、平成 27 年（2015 年）に策定された「い

なべ市人口ビジョン」（以下、「人口ビジョン」という。）について、令和元年（2019 年）度

現在の最新の各種統計資料等を追加したものです。 

また、「いなべ市人口ビジョン（令和元年度改訂版）」は、令和元年（2019 年）度に計画期

間が終了する「いなべ市戦略」の次期計画となる「第２次いなべ市総合戦略」を策定する際

の基礎資料としています。 

 改訂にあたっては、平成 27 年（2015 年）に策定された人口ビジョンを基本とし、第２章

の統計資料及び第４章の人口の将来展望において、最新の統計等を追加で掲載しています。 
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第第１１章章  人人口口ビビジジョョンン策策定定ににああたたっっててのの基基本本事事項項  

１ 国のこれまでの動き 

わが国は、世界に先駆けて「人口減少・超高齢社会」を迎えています。平成 26 年５月に民

間研究機関（日本創成会議）が発表した推計によると、地方都市から大都市への人口流入が

今後も継続すると仮定した場合、2010 年から 2040 年までの間に 896 自治体（全自治体の

49.8％）が消滅可能性都市※となることが想定されています。 

国では、こうした状況に対応するため、平成 26年９月３日に「まち・ひと・しごと創生本

部」の設置を閣議決定し、地方活性化や中長期ビジョン策定のための検討を進めてきました。

平成 26年 11 月 21 日には、少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかける

とともに、東京圏への人口の過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保し

て、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくことを目的とした「まち・ひと・しご

と創生法」が制定され、これに伴い創生本部は同法に基づく法定の本部として引き続き司令

塔機能を担っていくこととなりました。 

平成 26年 12 月 27 日には、人口の現状と将来の展望を提示する「まち・ひと・しごと創生

長期ビジョン」及び、今後５年間の政府の施策の方向を提示する「まち・ひと・しごと創生

総合戦略」が閣議決定されました。 

 
※消滅可能性都市…人口の再生産を中心的に担う 20～39 歳の女性人口（出産可能年齢の女性人

口）が 2010 年から 2040 年にかけて５割以下に減少する自治体のこと。 

 
■まち・ひと・しごと創生長期ビジョンの概要  ■まち・ひと・しごと創生総合戦略の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

22006600 年年にに 11 億億人人程程度度のの人人口口をを確確保保すするる中中

長長期期展展望望をを提提示示  

Ⅰ 人口減少問題の克服 

◎2060 年に１億人程度の人口を確保 

・人口減少の歯止め 

・東京一極集中の是正 

Ⅱ 成長力の確保 

◎2050 年代に実質 GDP 成長率 1.2％～

２％程度維持 

22001155～～22001199 年年度度（（55 かか年年））のの政政策策目目標標・・施施

策策をを策策定定  

【基本目標】 

・地方における安定した雇用を創出する 

・地方への新しい人の流れをつくる 

・若い世代の結婚・出産・子育ての希望をか

なえる 

・時代に合った地域をつくり、安心なくらし

を守るとともに、地域と地域を連携する 
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■国の人口の推移と長期的な見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：まち・ひと・しごと創生長期ビジョンについて 

 

２ 人口ビジョン・総合戦略策定の趣旨と目的 

都道府県及び市町村では、国の「長期ビジョン」及び「総合戦略」を勘案し、人口の現状

と将来の展望を提示する「地方人口ビジョン」（以下、「人口ビジョン」という。）及び地域の

実情に応じた今後５年間の施策の方向性を提示する地方版まち・ひと・しごと総合戦略（以

下、「総合戦略」という。）の策定に努めることとなっています。 

人口ビジョンは、本市における人口の現状を分析するとともに、平成 27 年度に実施した「進

学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）」「退職後の暮らしについて

の意向調査（対象者 50～64 歳）」において得られた市民の意見を反映し、今後めざすべき将

来の方向と人口の将来展望を提示するものです。 

さらに、人口減少に歯止めをかける視点と、人口減少に対応したまちづくりを行う視点の

両方をふまえながら、今後の人口の変化が地域の将来に与える影響の分析、考察を行い、め

ざすべき将来の方向等を提示します。 

総合戦略は、まち・ひと・しごと創生の実現に向けた効果的な施策を企画立案するうえで

の基礎となるものです。人口ビジョンから導き出される今後の方向性や、人口の将来展望を

もとに策定するものとします。  

○国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 24 年１月推計）」「出生中位（死亡中

位）」によると、2060 年の総人口は約 8,700 万人まで減少すると見通されている。 

○仮に、合計特殊出生率が 2030 年に 1.8 程度、2040 年に 2.07 程度（2020 年には 1.6 程度）まで上

昇すると、2060 年の人口は約１億 200 万人となり、長期的には 9,000 万人程度で概ね安定的に推移

するものと推計される。 
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基本構想 

人口ビジョン 

基本計画 

実施計画 

総合戦略 

基本目標（数値目標） 
基本的方向 

 具体的施策事業 
（ＫＰＩ） 

2019 年 2026 年 2040 年 

10 年（2016 年から） 

25 年（2015 年から） 

５年（2016 年から） 

５年（2015 年から） 

３年間でローリング（2016 年から） 

基本理念 

施策 

基本事業 

基本目標（政策） 

将来像 

事務事業（細事） 

(予算事業) 

人口の現状分析 
人口の将来展望 

分野 

３ 人口ビジョン・総合戦略の対象期間 

人口ビジョンの対象期間は、長期的な視野に立った展望を行うため、平成 27 年（2015 年）

から平成 52 年（2040 年）までとします。なお、国の方針転換や、今後の本市における住宅

開発等の影響、社会経済動向の変化など、人口に大きな影響を与える要因があった場合など

においては、適宜見直しを行うものとします。 

また、平成 37 年度までの 10 年間については、市の最上位計画である「第２次いなべ市総

合計画」において定めている人口フレームと整合を図りながら推計人口の設定を行うことと

します。 

総合戦略の対象期間は、平成 27 年（2015 年）から平成 31年（2019 年）までの５年間とし

ます。 

※次期計画となる「第２次いなべ市総合戦略」の期間は、令和２（2020）年から令和６（2024）

年までの５年間 

 

４ 総合計画との関係 

総合計画は、市の最上位計画であり、今後 10 年間の大きな方向性を示すものとなります。

総合戦略は、そのなかで特に人口減少克服、地方創生を目的としているものであり、人口ビ

ジョンは特に人口の将来展望について検討したものとなります。人口ビジョンと総合戦略に

ついては、総合計画における人口フレームや基本構想、基本計画をふまえたうえで策定しま

す。 

 
■計画期間と位置づけの違い 
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■総合計画における基本構想、基本計画との整合性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆住み続けたい、住んでみたいまち    ☆訪れたい、交流したいまち 

＝定住人口         ＝交流人口 
 

２つの「人口」に着目し、その人口の拡大に向けて必要な施策・事業を、 

総合計画の基本計画の中から総合戦略に位置づける。 

 
人口ビジョン・ 
総合戦略の視点 
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第第２２章章  人人口口等等にに関関すするる現現状状分分析析  
※本章以降の統計データについて、平成 15 年以前の実績は、旧町を合算した数値で示しています。 

１ いなべ市の人口の概況 

（１）市全体の人口推移 

①総人口、年齢３区分別人口の推移 

○本市の総人口は、企業誘致や宅地造成を進めてきたことで、概ね増加傾向で推移してきま

したが、近年は減少傾向となっています。 

○全国的な傾向と同様に、少子・高齢化が進んでいます。一方で、市内への企業の立地が進

んできていることから、生産年齢人口は安定しています。 

 

■総人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：県統計課「月別人口調査」（H2、H7、H12、H17、H22 は国勢調査年のため推計人口ではない）、 県統計課「三重県勢要覧」 

 

※15 歳未満人口：年少人口、15～64 歳人口：生産年齢人口、65 歳以上人口：老年人口 
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■年少人口割合の推移（国・県比較）      ■生産年齢人口割合の推移（国・県比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                    資料：国勢調査                      資料：国勢調査 

 

■老年人口割合の推移（国・県比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

資料：国勢調査 

 年少人口は徐々に減
少、国・県と同程度の
値となっている。 

 生産年齢人口は横ばい
傾向で推移している。 

 高齢人口割合は増加して
いるが、速度は国・県と比
較して緩やか。 
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◆総人口、年齢３区分別人口の推移（令和元年度改訂） 

※以降の令和元年度改定部分における表・グラフ内の年数表記は、西暦に統一しています。 

・近年の本市の総人口は、住民基本台帳では微減傾向が続いており、国勢調査では増減を

繰り返し、2015 年は微増となっています。 

 

■総人口の推移（上 国勢調査 / 下 住民基本台帳） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：国勢調査         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：住民基本台帳         
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・市内への企業の立地が進んだことから、生産年齢人口は国・県と比べて高く推移してお

り、2015 年国勢調査では国の割合を超えています。しかし、全国的な傾向と同様に、少

子・高齢化が進んでいます。 

 

■年齢３区分人口 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
   資料：国勢調査         

 

■年少人口割合の推移（国・県比較）     ■生産年齢人口割合の推移（国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

   資料：国勢調査                     資料：国勢調査 

         

■老年人口割合の推移（国・県比較） 

          

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：国勢調査  
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②人口構成の変化 

○本市の人口構成は、60歳代が最も多く、10 年前との比較においては、最も増加している年

代層です。続いて 30 歳代が多くなっています。これは、団塊の世代と団塊ジュニア世代が

人口構成に大きな影響を与えている全国的な傾向です。 

○男女ともに 30 歳代前半、50 歳代後半の層が薄くなってきています。また、人口の多くを

占める団塊ジュニア世代に対応する子ども人口の膨らみがなく、少子化が進んでいること

がうかがえます。 

 

■人口ピラミッド（男女別 H17・H27 比較） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

                 資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

老
年
人
口 

生
産
年
齢
人
口 

年
少
人
口 

減少 増加 減少 増加 

男 性 
（H17：23,029 人 H27：23,190 人） 

女 性 
（H17：23,421人 H27：22,884人） 
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2015年：23,285 人 2019年：23,177人
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2015年：22,960 人 2019年：22,469人

減少減少
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◆人口構成の変化（令和元年度改定） 
 

・人口ビジョン策定時の平成 27 年（2015 年）と現在の住民基本台帳による人口構成を比較

すると、老年人口が概ね増加し、生産年齢人口は 40 代後半から 59 歳で概ね増加、44 歳

から 15 歳は概ね減少傾向にあります。年少人口は全ての年代で減少しています。 

・高齢化が進行する中でも、就労や地域活動への参加意欲がある人も多くなっているため、

高齢者の元気づくり、高齢者が活躍できる場の創出が必要となっています。 

・生産年齢人口の増加については、企業活動の影響が予測されますが、今後は企業におけ

る労働者の確保が進まない状況も予測されるため、外国人、高齢者、女性など多様な雇

用促進が必要となっています。 

・少子化や人口減少に長期的な視点で対応するために、若い世代の継続的な流入や若い世

代の定住促進対策が必要となっています。 

 

 

■人口ピラミッド（男女別 2015 年・2019 年比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年１月１日現在）   
 
 
 

老
年
人
口 

生
産
年
齢
人
口 

年
少
人
口 
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○高齢化が進んでいる中でも、就労意欲や、まちづくり、地域活動への参加意欲がある人も

多くなっているため、高齢者の元気づくり、高齢者が活躍できる場の創出が必要となって

います。 

○少子化、人口減少に対応するためには、人口の再生産力を維持するための、若い世代の継

続的な流入や若い世代の定住促進対策が必要となっています。 

  
 
 

退職後の過ごし方について 

※グラフ中の「Ｎ」とは、Number of Cases の略で、各設問に該当する回答者総数を表してい

ます。 

○退職後は仕事、まちづくりや地域活動などを行うことを希望している人が６割強を

占めています。 

 
■退職後の過ごし方（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：退職後の暮らしについての意向調査（対象者 50～64 歳）（平成 27 年度） 

33.8 16.6 8.4 4.5 9.9 12.4 4.7 9.8

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

全体（N=1,157）

現在（以前）の職場で勤務
現在（以前）とは別の職場で勤務
自営業
まちづくりや地域活動に参加
働くつもりはない（働いていない）
特に何も考えていない
その他
不明・無回答

（％）
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10.0 
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40.0 
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北勢 員弁 大安 藤原

（％）

0 

5,000 

10,000 

15,000 

20,000 

H17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

北勢 員弁 大安 藤原

（人）

北勢

員弁大安

藤原

85.0 

90.0 

95.0 

100.0 

105.0 

110.0 

20.0 25.0 30.0 35.0 

人
口

増
加

率

高齢化率

（％）

（％）

 

（２）地域別の状況 

①地域別人口の状況 

○総人口は、大安、北勢地域で多くなっています。また、員弁、大安地域では増加傾向、北

勢、藤原地域では減少傾向で推移しています。 

○高齢化率は藤原、北勢地域で高くなっており、増加率も大きくなっています。 

 
■地域別総人口の推移             ■地域別高齢化率の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                 資料：住民基本台帳                    資料：住民基本台帳 

 
■地域別の人口増加率と高齢化率の関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市全体 

人口増加率：99.3％ 

高齢化率：24.6％ 

 人口が増加しており、
高齢化率が低い地域
（大安、員弁） 

 高齢化率は市全体と大き
な差はないが、人口減少
が進んでいる地域（北勢） 

 人口減少が進んで
おり、高齢化率が高
い地域（藤原） 

※人口増加率…H17 と H26 の比較 
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（％）

0

5,000
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15,000
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2015 2016 2017 2018 2019 （年）

北勢 員弁 大安 藤原

（人）

 
◆地域別人口の状況（令和元年度改定） 
 

・総人口は、大安、北勢地域で多くなっています。また、員弁地域では増加傾向、北勢、

大安、藤原地域では横ばいの傾向で推移しています。 

・高齢化率増加は過去５年間でみると、全体的に増加傾向にあり、特に藤原、北勢地域で

高くなっています。 
 

 

■地域別総人口の推移                   
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 

 

■地域別高齢化率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在） 
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20 23 14 
35 

12 16 

54 

69 

63 

16 18 21 4 

14 
44 

28 

41 

15 

6 

60 

6 

24 
6 

44 

34 

60 

101 103 99 

113 

22 

78 

21 
12 10 

0 

50 

100 

150 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

北勢 員弁 大安 藤原

（戸）

 
②地域別宅地・建物分譲戸数の状況 

○員弁、大安地域での宅地・建物分譲戸数は市内全体の 73％を占めています。平成 24 年度

以降は大きな宅地・建物分譲は行われていません。 

○藤原地域の平成20年度の44戸は市の員弁土地開発公社による大貝戸移住地の分譲であり、

民間での開発は 30 戸に留まっています。 

 
■地域別宅地・建物分譲戸数の推移（H26） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                           資料：都市整備課受付処理簿 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市民の住宅新築、購入の状況（平成 27 年度） 

○住宅の新築、購入の状況は、将来的な希望も含めると６割近くになっています。 

 

■住宅の新築、購入の予定（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 

28.5 2.1 24.6 42.8 2.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

全体（N=1,256）

すでに新築、購入している

近いうちに新築、購入する予定がある

今のところ予定はないが、将来的には新築、購入したいと考えている

今のところ予定はないし、今後も考えていない

不明・無回答

（％）



16 
 

 
◆持ち家の状況（令和元年度改定） 
 
・持ち家率は三重県は全国と比べて高く、いなべ市はその中でも比較的高くなっています。 
 

■持ち家率の状況 
 

 三重県 いなべ市 

持ち家率（平成 27年） 73.8％ 77.9％ 
資料：国勢調査 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県 統計課 統計でみる三重のすがた 
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○地域の人口構成に配慮した対策が必要となっています。 

○市民のニーズをとらえつつ、民間活力による住宅の新築、購入の促進や、空き家・空き店

舗の活用による移住・定住を促進していく必要があります。 
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S60 61 62 63 H1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26

社会増減
自然増減
総人口

（増減：人） （総人口：人）

 

２ 人口動態の状況 

（１）総人口と自然増減、社会増減の関係 

○平成２年から平成７年の企業誘致、平成 16 年の「労働者派遣法」の改正による製造業への

派遣解禁が人口増に結びついています。一方で、平成 20 年の米国経済の悪化に端を発した

いわゆるリーマンショックにより、派遣労働者などの転出が集中し、社会減となっている

など、市内企業の動向が人口に大きく影響を及ぼしています。 

○平成 12 年以降、自然減が続いているものの、平成 20 年まではこれを上回る社会増があっ

たため、人口の減少には至りませんでした。しかし、平成 21 年以降は自然減を上回るだけ

の社会増はなく、人口減少につながっています。 

 
■総人口と自然動態・社会動態の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

                                  資料：県統計課「月別人口調査」、「三重県勢要覧」 
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工
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◆総人口と自然増減、社会増減の関係（令和元年度改定） 
 

・近年の人口動態の状況をみると、人口の自然減は年々増加傾向にあります。また、社会

増減は増減の変化が激しい状態が続いており、企業活動の状況が人口の増減に大きく影

響していることがうかがえます。 

 

■人口動態の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県統計課 月別人口調査       

 

 

 

 
 
○短期的に人口増をもたらす転入者の増加と、長期的に人口減少に歯止めをかける出生数の

増加の、両面での取組を進めていくことが重要となっています。 
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1.43

1.49

1.33
1.321.31

1.33
1.36

1.28

1.35

1.46

1.40

1.40
1.42

1.20 

1.30 

1.40 

1.50 

1.60 

Ｈ15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

全国
三重県
いなべ市

50.0 

55.0 

60.0 

65.0 

70.0 

H2 7 12 17 22

全国

三重県

いなべ市

（％）

50.0 

55.0 

60.0 

65.0 

70.0 

H2 7 12 17 22

全国

三重県

いなべ市

（％）

 

（２）自然動態 

○合計特殊出生率※は国・県と比較して低くなっています。 

○有配偶率※を国・県と比較すると、男性では国より高く、県より低くなっています。女性

では国・県よりも高い値で推移しています。 

※合計特殊出生率…15～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別

出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当する。 

※有配偶率…15 歳以上人口のうちの有配偶者の割合。 

 
■合計特殊出生率 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：人口動態統計 

 

■有配偶率の推移（男性 国・県比較）     ■有配偶率の推移（女性 国・県比較） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                    資料：国勢調査                      資料：国勢調査 
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◆合計特殊出生率（令和元年度改定） 
 

・合計特殊出生率※は、平成 30 年（2018 年）では 1.30 に減少しており、近年では平成 20

年（2008 年）の 1.28 に次ぐ低い値となっています。 

 

■合計特殊出生率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

資料：人口動態統計 
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○子どもがいる世帯の共働き割合は国・県と比較して高くなっています。子どもの年齢別に

みると、就学前では共働き世帯が半数以下なのに対し、就学後は７割程度となっています。 

○女性の労働力率は有配偶・未婚間で乖離が出ており、特に結婚・出産期にあたる 20 歳代か

ら 30 歳代前半にかけての有配偶女性の労働力率が低くなっています。30 歳代後半以降の

有配偶女性の労働力率は国・県と比較しても高くなっていることから、出産等により一度

仕事を辞め、その後復職する女性が多いことが想定されます。 

 

■子どもがいる世帯の就業状況（国・県比較 H22）  ■子どもの年齢別世帯の就業状況（H22） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
                資料：国勢調査                         資料：国勢調査 

 

■女性の労働力率（配偶関係比較 H22）     ■有配偶女性の労働力率（国・県比較 H22） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

                    資料：国勢調査                      資料：国勢調査 
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◆子育て世帯と女性の就労状況（令和元年度改定） 
 

・子どもがいる世帯の共働きの割合は国・県と比較して高くなっており、子どもの年齢別

にみると、就学前では共働き世帯が約半数なのに対し、就学後は８割程度となっていま

す。また、５年前の平成 22 年（2010 年）の国勢調査と比べても増加傾向にあります。 

・20 歳代から 30歳代前半にかけて、有配偶女性の労働力率が低くなっています。また、30

歳代後半以降の有配偶女性の労働力率は国・県と比較して高くなっており、出産等によ

り一度仕事を辞め、その後に復職する女性が多いことが想定されるため、仕事と子育て

を両立できる職場環境の実現に向けた取組が重要となっています。 

 

 

■子どもがいる世帯の就業状況（国・県比較 2017 年） ■子どもの年齢別世帯の就業状況（2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査                       資料：国勢調査 

 

 ■女性の労働力率（配偶関係比較 2017 年）   ■有配偶女性の労働力率（国・県比較 2017 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

資料：国勢調査                      資料：国勢調査 
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子どもを産み育てるための条件（平成 27 年度） 

○現実、理想の子どもの数ともに「２人」と回答している人が多くなっているものの、

理想の子どもの数では、３人以上と回答している人も多くみられます。 

○子どもを産み育てるために必要な条件は、「出産から子育て、教育まで経済的な支援

があること」が突出して高く、次いで「仕事と子育てを両立できる職場環境がある

こと」が高くなっています。 

 

■現実の子どもの数、理想の子どもの数（数量回答） 

現実の子どもの数            理想の子どもの数 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■子どもを産み育てるために必要な条件（複数回答・上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 

68.6 
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保育・教育環境が整っていること

パートナーの家事・育児への

協力が得られること
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（％）
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◆理想の子どもの数（令和元年度改定） 
 
・令和元（2019）に実施した市民満足度調査の結果をみると、理想の子どもの数は、全体

では「２人」が最も高く 46.6%、次いで「３人」が 40.9%となっており、平成 27（2015）

年の調査結果と比べて「２人」の割合が減少、「３人」が増加しています。 

・理想の子どもの数は、回答者の平均が 2.44 人となっている一方で、実際の子どもの数は

回答者平均が 2.15 人となっています。理想の子どもの数がかなえられるよう、妊娠、出

産、子育ての切れ目ない支援や、働きながら子育てができるような保育環境の整備、地

域での子育て支援など、子育て支援サービスの充実が必要となっています。 

 

～市民満足度調査（2019 年）より～ 

■理想の子どもの数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■理想の子どもの数と実際の子どもの数」 

 

 

 

 

 

 

                資料：まちづくり市民満足度調査（令和元年度） 

 

 
 
○仕事と子育てを両立できる職場環境の実現に向けた取組が重要となっています。 

○出産、子育ての希望を叶える、若い世代への経済的な安定への支援が求められています。 

○妊娠・出産・子育てを切れ目なく支援する体制が必要となっています。 

○働きながら子育てができるよう、保育園の整備から、地域での子育て支援まで、総合的な

子育て支援サービスの整備が求められています。 
  

N=1,446 
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213

199

100

84

80

48

45

23

22

22

0 100 200 300

桑名市

四日市市

名古屋市

東員町

菰野町

鈴鹿市

津市

川越町

刈谷市

豊田市

（人）

転出者総数：1,381人

209

185

93

58

52

44

15

13

11

10

0 100 200 300

四日市市

桑名市

名古屋市

菰野町

鈴鹿市

津市

刈谷市

札幌市

大阪市

豊田市

（人）

転入者総数：1,381人

11.0

12.6

8.0

6.1

14.2

14.9

15.9

21.7

17.0

14.2

12.9

10.2

13.5

6.6

3.8

4.5

2.5

3.4

1.2

5.7

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

男性（824人）

女性（557人）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上

（％）

（３）社会動態 

①人口移動の状況 

○人口の移動は、四日市市、桑名市といった近隣市町とのつながりが深くなっています。ま

た、名古屋市との間でも移動が多く、転入・転出数がほぼ均衡しています。 

○男女ともに20歳代での転出入が多く、特に20歳代後半女性の転出割合が平成24年23.3％、

平成 25 年で 24.2％と高くなっており、就職や結婚などを理由とした転出が多いことが想

定されます。 

■いなべ市の転出入の状況（H24） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

転入者の年齢内訳 

転出者の年齢内訳 

いなべ市 

四日市市 

菰野町 

桑名市 

鈴鹿市 

93 人 

213 人 

185 人 

199 人 

209 人 

48 人 

80 人 

58 人 

100 人 

名古屋市 

いなべ市への転入（上位 10 位） いなべ市からの転出（上位 10 位） 

7.5

12.8

5.6

6.3

18.6

19.4

19.5

23.3

13.7

14.8

12.0

8.9

15.8

7.8

4.2

2.2

1.9

1.7

1.2

2.7

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

男性（882人）

女性（587人）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上

（％）

資料：住民基本台帳人口移動報告 

52 人 
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222

187

92

88

57

51

26

25

19

17

0 100 200 300

桑名市

四日市市

名古屋市

東員町

菰野町

津市

刈谷市

鈴鹿市

川越町

松坂市

（人）

転出者総数：1,351人

244

179

88

75

57

40

37

21

14

13

0 100 200 300

四日市市

桑名市

名古屋市

菰野町

東員町

津市

鈴鹿市

川越町

刈谷市

弥富市

（人）

転入者総数：1,402人

9.4

14.2

6.3

4.0

17.3

18.0

18.3

24.2

13.3

14.5

13.4

9.7

12.6

7.7

5.5

2.3

2.4

1.5

1.3

4.0

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

男性（744人）

女性（607人）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上

（％）

12.3

14.4

8.7

5.5

13.7

16.7

16.6

21.8

13.6

12.8

13.1

10.1

12.8

7.6

4.8

4.3

2.4

3.0

2.0

3.9

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

男性（838人）

女性（564人）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳

30～34歳 35～39歳 40歳代 50歳代

60歳代 70歳以上

（％）

■いなべ市の転出入の状況（H25） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                       資料：住民基本台帳人口移動報告 

 

いなべ市への転入（上位 10 位） いなべ市からの転出（上位 10位） 

転入者の年齢内訳 

転出者の年齢内訳 

いなべ市 

四日市市 

菰野町 

桑名市 

鈴鹿市 

88 人 

222 人 

179 人 

244 人 

25 人 

57 人 
75 人 

92 人 

名古屋市 

東員町 

57 人 

187 人 

88 人 

津市 

51 人 
40 人 

37 人 
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2000年→2005年 2005年→2010年 2010年→2015年

 
◆人口移動の状況（令和元年度改定） 
 

・国勢調査をもとに年齢別純移動数の推移をみると、本市は生産年齢人口世代の増加が特

徴となっており、企業誘致の成功が反映された結果となっています。一方で、平成 20

（2008）年のリーマンショックが発生した 2005 年から 2010 年では、生産年齢人口全体

を通じて減少傾向がみられ、景気と市内企業の動向が本市の人口に大きく影響を及ぼし

ていることがわかります。 

 

■年齢階級別純移動数の時系列推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：総務省「国勢調査」、厚生労働省「都道府県別生命表」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成 

 

（人） 
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256

233
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114
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34
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0 100 200 300

四 日 市 市

桑 名 市

名 古 屋 市

東 員 町

菰 野 町

鈴 鹿 市

津 市

刈 谷 市

豊 田 市

川 越 町

230

216

115

85

80

79

42

37

36

28

0 100 200 300

桑 名 市

四 日 市 市

名 古 屋 市

菰 野 町

東 員 町

鈴 鹿 市

津 市

西 尾 市

刈 谷 市

大 阪 市

 
◆地域別転出入の状況（令和元年度改定） 
 
・桑名市、四日市市といった近隣市町間の人口移動が多くなっています。また、名古屋市と

の間でも移動が多く、転入・転出数がほぼ均衡しています。 

 

■いなべ市の転出入の状況（2018 年）＜転出先＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                      

 

 

                          資料：住民基本台帳人口移動報告 

いなべ市 

四日市市 

菰野町 

桑名市 

鈴鹿市 

115 人 

233 人 

230 人 

256 人 

216 人 

73 人 

85 人 

81 人 

144 人 

名古屋市 

＜いなべ市への転入先（上位 10 位）＞ ＜いなべ市からの転出先（上位 10 位）＞ 

資料：住民基本台帳人口移動報告 

79 人 

総合計：2,027 人 総合計：2,032 人 

（人） （人） 

資料：住民基本台帳人口移動報告 
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7.3 

9.5 

5.5 

5.5 

20.5 

21.5 

21.5 

23.5 

13.9 

12.9 

9.7 

8.6 

13.7 

10.0 

5.1 

3.3 

1.7 

1.8 

1.1 

3.5 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（N=1,208）

女性（N=824）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳

35～39歳 40歳台 50歳台 60歳台歳 70歳以上

6.8 

11.4 

11.7 

7.5 

15.8 

15.8 

19.7 

19.4 

14.3 

16.8 

9.8 

8.6 

13.3 

8.8 

5.6 

3.7 

2.0 

2.6 

0.8 

5.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

男性（N=1,332）

女性（N=695）

15歳未満 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳

35～39歳 40歳代 50歳代 60歳代歳 70歳以上

◆男女年齢別転出入の状況（令和元年度改定） 
 
・転入では男女ともに 20 歳～35歳での転出入が多く、特に 20 歳代の男女の転出割合が男

性で 42.0％、女性で 45.0％と高くなっており、就職や結婚などを理由とした転出が多い

ことが予測されます。 

 

■いなべ市の転出入の状況（2018 年）＜男女、年齢別＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     資料：住民基本台帳人口移動報告  

 

＜いなべ市への転入（男女、年齢別）＞ 

＜いなべ市からの転出（男女、年齢別）＞ 
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学生以外の人の定住意向（平成 27年度） 

○学生以外の人の定住意向は、「住み続ける」が７割弱、「転居する」が１割弱となっ

ています。 

○いなべ市に住み続けるための条件としては、「交通の利便性のよさ」「就労の場があ

ること」「日ごろの買い物などの便利さ」が上位にあげられています。 

 
■今後の定住意向（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

■（転居予定の人のみ）住み続けるための条件（複数回答・上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 

50.5 

32.0 

24.7 

11.3 

11.3 

0.0 20.0 40.0 60.0 

交通・通勤の利便性のよさ

就労の場があること

日ごろの買い物などの便利さ

親や子、友人・知人が近くにいること

福祉・医療施設の利用のしやすさ

（％）

全体（N=97）

69.1 9.0 12.2 9.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

全体（N=1,081）

住み続ける 転居する わからない 不明・無回答

（％）
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39.9 

59.3 

31.9 

44.8 

54.5

51.1

50.2

57.8

67.5

74.1

77.8

74.2

12.8 

12.6 

11.9 

11.0 

5.4

6.3

12.4

6.8

6.4

5.5

5.0

3.6

42.6 

28.1 

52.6 

37.4 

36.6

39.8

33.5

29.7

21.8

20.2

11.6

19.3

4.7 

0.0 

3.7 

6.7 

3.5

2.8

4.0

5.7

4.3

0.3

5.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

【年齢別】

令和元年 18～29歳（N=148）

平成26年 20～29歳（N=135）

令和元年 30～39歳（N=194）

平成26年 30～39歳（N=163）

令和元年 40～49歳（N=202）

平成26年 40～49歳（N=176）

令和元年 50～59歳（N=251）

平成26年 50～59歳（N=263）

令和元年 60～69歳（N=280）

平成26年 60～69歳（N=382）

令和元年 70歳以上（N=361）

平成26年 70歳以上（N=357）

ずっと住み続けたい 他市に移り住みたい わからない 不明・無回答

60.3 

62.1 

66.2

8.0 

5.7 

6.1

27.5 

26.1 

27.8

4.2 

6.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年（N=1,446）

平成26年（N=1,493）

平成22年（N=1,304）

ずっと住み続けたい 他市に移り住みたい
わからない 不明・無回答

 
◆定住意向の状況（令和元年度改定） 
 

・市民の約６割が、本市に「ずっと住み続けたい」と回答しており、「他市に移り住みたい」

は１割未満となっています。しかし、若い世代や居住年数が少ない層では「ずっと住み

続けたい」の割合が他と比べて低くなっており、若い世代に対する定住促進の施策が求

められています。 

 

～市民満足度調査（2019 年）より～ 

 

■今後の定住意向（単数回答） 
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65.6 67.0 59.4 

76.5 

67.3 

34.0 

48.0 

66.3 

63.4 
57.1 

71.0 

62.2 

30.7 

43.9 

0.0 

25.0 

50.0 
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均
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日
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市
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町

菰
野
町

（％）

H17
H22

51.7 

33.1 

45.3 

63.8 
56.8 

16.8 

27.1 

50.5 

30.1 

40.8 

55.9 

48.6 

11.0 

21.7 

0.0 

25.0 

50.0 

75.0 

100.0 

三
重
県
（平
均
）

い
な
べ
市

桑
名
市

四
日
市
市

鈴
鹿
市

東
員
町

菰
野
町

（％）

H17
H22

  
②通勤、通学の状況 

○自市内での就業率は比較的高くなっているものの、近隣市町や名古屋市への通勤者も多く

なっています。 

○自市内での就学率は県平均よりも低く、高校や大学のある四日市市、桑名市に人が流出し

ていることがわかります。 

○昼夜間人口比は増加しており、周辺自治体の通勤・通学の場となっていることがわかりま

す。 

 
■自市内就業率（15 歳以上就業者）       ■自市内就学率（15 歳以上就学者） 

 
  
 
 
 
 
 
 
 

 

                     資料：国勢調査                     資料：国勢調査 

 

■通勤の状況（上位５位 平成 22 年） 

 通勤先 人数（人）  居住地 人数（人） 

いなべ市からの 

通勤者数（23,809

人） 

桑名市 2,623  
いなべ市への 

通勤者数 

（27,662人） 

桑名市 3,238  

四日市市 2,007  四日市市 2,939  

東員町 1,349  東員町 1,886  

菰野町 656  菰野町 1,497  

名古屋市 626  名古屋市 318  

資料：国勢調査 

■通学の状況（上位５位 平成 22 年） 

 通学先 人数（人）  居住地 人数（人） 

いなべ市からの 

通学者数 

（2,221人） 

四日市市 475  
いなべ市への 

通学者数 

（1,258人） 

桑名市 245  

桑名市 472  東員町 101  

名古屋市 230  四日市市 86  

川越町 73  菰野町 62  

津市 33  木曽岬町 10  

資料：国勢調査 
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105.6 106.2 
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100.0 
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H2 7 12 17 22

（％）

■昼夜間人口比の推移（H2            ■昼夜間人口比（近隣市町比較）（H22） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                     資料：国勢調査                     資料：国勢調査 

 
 
 
 

○転出抑制や、市外からの移住・定住促進のための、公共交通や買い物など、日常生活の

利便性の向上が重要となっています。 

○転入・転出の関係性が強い名古屋圏をターゲットとしたシティープロモーションの展開

が有効です。 

○通勤・通学の主要交通手段である三岐鉄道の活性化が必要となっています。 
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（％）
43.6 

45.6 

42.2 

41.8 

40.5 

40.7 

42.4 

4.0 

3.9 

3.6 

4.3 

5.4 

3.9 

3.4 

52.3 

50.6 

54.2 

53.8 

54.1 

55.4 

54.2 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

三重県（平均）

いなべ市

桑名市

四日市市

鈴鹿市

東員町

菰野町

正規の職員・従業員
労働者派遣事業所の派遣社員
パート・アルバイト・その他

（％）

67.1 

75.0 

45.0 

32.9 

25.0 

55.0 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

第１次産業

第２次産業

第３次産業

男性 女性

（％）

4.2 

3.9 

2.4 

3.3 

3.1 

25.2 

32.8 

47.2 

46.1 

50.0 

70.6 

63.3 

50.4 

50.6 

46.9 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

全国（H22）

三重県（H22）

いなべ市（H22）

いなべ市（H17）

いなべ市（H12）

第１次産業 第２次産業 第３次産業

（％）

 

３ 雇用や就労等の状況 

（１）従業者の状況 

○本市では、第２次産業の従業者が多く、特に男性の比率が高くなっています。 

○女性の正社員割合が近隣市町と比較して高く、女性の就労が進んでいる現状がうかがえま

す。また、男性の派遣社員割合が近隣市町と比較して高く、第２次産業で特に高くなって

います。 

 

■産業分類別従業者割合（国・県比較、経年比較） ■産業分類別従業者割合（男女比 H22） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                   資料：国勢調査                       資料：国勢調査 

 

■従業者の雇用上の地位（男性 H22）     ■従業者の雇用上の地位（女性 H22） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                  資料：国勢調査                        資料：国勢調査 



36 
 

4.0 

20.9 

11.9 

8.7 

26.3 

20.5 

7.2 

26.8 

21.4 

10.9 

17.6 

20.4 

32.0 

6.9 

19.4 

37.2 

1.4 

6.4 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

第１次産業

第２次産業

第３次産業

15～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上

（％） 2.7 

23.5 

13.3 

7.7 

22.3 

19.0 

7.7 

22.6 

25.0 

15.8 

18.8 

24.3 

34.4 

11.0 

15.1 

31.7 

1.9 

3.3 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

第１次産業

第２次産業

第３次産業

15～29歳 30～39歳 40～49歳

50～59歳 60～69歳 70歳以上

（％）

○産業分類別従業者の年齢構成をみると、男女ともに第１次産業で「70歳以上」の割合が高

く、農業従事者の高齢化が進んでいることがわかります。 

 

■産業分類別従業者の年齢構成（男性 H22    ■産業分類別従業者の年齢構成（女性 H22） 

 
 
 
 
 
 
 
 
                 資料：国勢調査                         資料：国勢調査 

  
 
 
 
 

○経済的な安定や、市内への定住を進めるためにも、派遣労働だけでなく正社員で働ける環

境づくりが必要となっています。 

○農業従事者の担い手の確保を含めた、農林業振興の取組が必要となっています。 
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29,000

30,000

2009 2012 2014 2016 （年）

従業者数（人）

  
◆企業、事業所の状況（令和元年度改定） 
 

・本市の企業数、事業所数は平成 28（2016）年時点では減少傾向となっており、従業者数は、

平成 26（2014）年に減少したものの、平成 28（2016）年では増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

資料：ともに総務省「経済センサス－基礎調査」、

総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

再編加工総務省「経済センサス－基礎調査」、総

務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

再編加工 
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（２）主力産業の状況 

○特化係数は製造業が高く、市内に立地する自動車関連産業が主力産業となっていることが

わかります。 

○基幹産業についても「輸送用機械器具製造業」に一点特化しています。 

 
■産業大分類別従業者数の特化係数※ （男性） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※特化係数…いなべ市の産業の就業者比率／全国の産業の就業者比率 

資料：国勢調査   

■産業大分類別従業者数の特化係数 （女性） 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                              資料：国勢調査 

※「鉱業、採石業、砂利採取業」は従業者数が

少ないなかでの比較であるため除く 

 特化係数が高く、
経年でみても増
加している 

※「鉱業、採石業、砂利採取業」は従業者数が

少ないなかでの比較であるため除く 

 特化係数は高い
ものの、男性と比
べると低い 
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■産業別の雇用力と「稼ぐ力」 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※グラフの横軸の「稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値）」が１以上であるものが基盤産業（まちの外

からお金を稼ぐ産業）であるといえる。 

 

※修正特化係数の対数変換値 

修正特化係数とは、特化係数（いなべ市の産業の就業者比率／全国の産業の就業者比率）に、全国

レベルの自足率を乗じた国際交易の存在を反映させたもの。グラフを見やすくするために修正特化係

数を対数変換しており、修正特化係数が１以上の産業は０以上、１未満の産業は負になる。 

 

輸送用機械器具製造業 

非鉄金属製造業 

窯業・土石製品

製造業 

鉱業、採石業、砂利採取業 

道路貨物運送業 

 「 輸 送 用 機 械
器具製造業」に
一点特化 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

いなべ市

三重県

全国

農業，林業 漁業

鉱業，採石業，砂利採取業 建設業

製造業 電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業 運輸業，郵便業

卸売業，小売業 金融業，保険業

不動産業，物品賃貸業 学術研究，専門・技術サービス業

宿泊業，飲食サービス業 生活関連サービス業，娯楽業

教育，学習支援業 医療，福祉

複合サービス事業 サービス業（他に分類されないもの）

   
◆主要産業の状況（令和元年度改定） 
 

・産業大分類別に見た売上高の構成比をみると、本市は製造業の割合が突出して高く、国・

県と比較しても高い割合となっています。今後は、この特性を活かすことに加えて、新

たな分野の企業誘致や起業・創業、新規事業拡大の支援などにも取り組み、市内での雇

用の受け皿の多様化を図ることが必要となっています。また、農業の担い手確保を含め

た、農林業振興の取組も必要となっています。 

 

  ■産業大分類別に見た売上高の構成比 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 
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学生の就職場所への意識（平成 27年度） 

○就職先の希望は、「いなべ市外」が６割以上となっています。いなべ市外を選んだ人

の希望の就職先としては、「愛知県名古屋市」が突出して高くなっています。 

○市外希望の理由としては、求人の多さや希望職種があることを理由としてあげてい

る人が多くなっています。 

 

■どこで就職したいか（単数回答） 

 

 

 

 

 

■（いなべ市外希望の人のみ）希望の就職先（自由回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■（いなべ市外希望の人のみ）いなべ市外で就職したい理由（複数回答・上位５位） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 

61.2 

59.2 

24.3 

20.4 

8.7 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

いなべ市外のほうが、企業や

求人の選択肢が多いから

希望するような仕事・求人がないから

新しい場所で生活してみたいから

いなべ市外のほうが、給料や

福利厚生などの面で

有利であると思うから

親元を離れて暮らしたいから

（％）

全体（N=103）

28.2 

12.6 

6.8 

2.9 

1.9 

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 

愛知県名古屋市

三重県四日市市

三重県桑名市

三重県菰野町

京都府京都市

（％）

全体（N=103）

29.9 62.8 7.3 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全体（N=164）

いなべ市内 いなべ市外 不明・無回答
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10.5 
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32.3 

6.5 

16.1 
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6.5 
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10.0 
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5.0 

12.5 

12.5 

5.0 

0.0 
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0% 20% 40% 60% 80%

交通が不便である

様々な情報が手に入りにくい

従業員の確保がむずかしい

地価や人件費が高い

原材料や部品、商品の入手に時間がかかる

周辺の生活環境が整備されていない

産業技術基盤が立ち遅れている

制度的優遇措置（税等）が整っていない

試験研究機関が少ない

産学官の連携・交流が少ない

災害や治安の面で不安がある

その他

不明・無回答

令和元年（N=47）

平成26年（N=19）

平成22年（N=31）

平成17年（N=40）

 
◆企業活動を行う上での市の課題（令和元年度改定） 
 

・企業活動を行うに当たっての本市の悪い面は、「従業員の確保が難しい」が 7 割を超えて

最も高くなっています。前回調査と比べても大きく増加おり、雇用の停滞が懸念される

とともに、外国人、高齢者、女性といった多様な人々の力を活かせる環境整備も必要と

なっています。 
 

～事業所調査（2019 年）より～ 
 

■企業活動上でいなべ市の悪い面について（複数回答） 
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○市内企業の魅力のＰＲや、雇用と就労のマッチングにより、自市内就業率を向上させてい

くことが必要となっています。 

○新たな企業誘致や、起業・創業、新規事業拡大の支援などにより、市内での雇用の受け皿

の多様化を図ることが必要となっています。 
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（３）観光の状況 

○本市の観光交流人口は、平成 20年度以降減少傾向にあります。 

■観光交流人口 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                       資料：三重県統計 

※平成 20 年度からは、阿下喜温泉の入場者数（約 14 万人）が含まれるようになったため、観光交流

人口が急増しています。 
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◆観光交流人口の状況（令和元年度改定） 
 
・本市の観光交流人口は、平成 28 年度の増加以降、増減を繰り返しています。農業公園や

青川峡キャンピングパーク等をはじめとした既存の観光・交流に関する資源に加えて、

ツアー・オブ・ジャパンいなべステージ、にぎわいの森等の新しい交流の機会、場につ

いても積極的に活用し、観光を契機とした交流人口の拡大に取り組む必要があります。 

 

■観光交流人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：三重県統計 

 

 

 

 

 

 
 
○観光を中心とした交流人口の拡大に積極的に取り組む必要があります。 
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重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

平均値（0.31）

平均値

（2.40）

１．国道など広域的な幹線道路の整備

２．集落内の生活道路の整備

３．歩道の整備

４．公共交通機関の利便性
５．交通安全対策

（信号・標識・街灯など）
６．自然環境

７．消費者保護

８．上水道の整備

９．下水道の整備

10．ゴミ（リサイ クル）・し尿処理

11．学校教育環境の整備

12．青少年健全育成の対策

13．児童・高齢者・障害者福祉体制の充実

14．文化施設の充実

15．スポーツ施設の充実

16．保健、医療体制の充実

17．防災対策18．防犯対策

19．公害対策

20．河川・森林の整備（治水・治山）

21．公園整備、緑化推進

22．住宅対策

23．買い物の便利さ

24．農林業の振興

25．商工業の振興

26．企業誘致

27．観光レクリエーショ ン

事業の振興

28．文化財・伝統文化の保存と活用

29．男女共同参画社会の推進

30．ＩＴ（情報通信技術）の推進

31．ボラ ンティアの支援の振興

32．住民相互の連帯意識の高揚

33．若者の定住

34．市のイ メージアップと個性あるまちづくり

35．人権意識の高揚

36．近隣市町との連携によ るまちづくり

0.90 

1.40 

1.90 

2.40 

2.90 

3.40 

-1.20 -0.70 -0.20 0.30 0.80 1.30 1.80 

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

 

４ まちづくり市民満足度調査の状況 

（１）防災・防犯への意識 

○平成 26 年度に実施した「第２次いなべ市総合計画策定のためのまちづくり市民満足度調

査」によると、まちづくりで満足していること・重要だと思うことについて、「防犯対策」

は「Ⅰ．重点取組エリア（満足度が低く、重要度が高い項目群：重点的な取組が求められ

ている）」に、「防災対策」は「Ⅱ．継続取組エリア（ある程度満足度は高いものの、重要

度も高い項目群：今後も一定の取組が求められている）」に分類されており、安全・安心に

向けての取組の市民の注目度の高さがうかがえます。 

○平成 26年度に実施した「いなべ市まちづくりに関する事業者アンケート」によると、企業

が感じるいなべ市の良い面について、「災害や治安の面で心配がない」が高くなっています。 

 

■まちづくりで満足していること・重要だと思うこと（散布図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

              資料：第２次いなべ市総合計画策定のためのまちづくり市民満足度調査報告書（平成 26 年度） 
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１．国道など広域的な幹線道路の整備

２．集落内の生活道路の整備

３．歩道の整備

４．公共交通機関の利便性

５．交通安全対策（信号・標識・街灯など）

６．自然環境

７．消費者保護

８．上水道の整備

９．下水道の整備

10．ゴミ（リサイクル）・し尿処理

11．学校教育環境の整備

12．青少年健全育成の対策

16．文化施設の充実

17．スポーツ施設の充実

18．保健体制の充実

20．防災対策
21．防犯対策

22．公害対策 23．河川の整備（治水）

25．公園整備

27．住宅対策

28．買い物の便利さ

29．農業の振興
31．商業の振興

33．企業誘致

34．観光レクリエーション事業の振興

35．文化財・伝統文化の保存と活用

36．男女共同参画社会の推進

37．ＩＴ（情報通信技術）の推進

38．ボランティアの支援の振興

39．住民相互の連帯意識の高揚

40．若者の定住

41．市のイメージアップと個性あるまちづくり

42．人権意識の高揚

43．近隣市町との連携によるまちづくり

13．児童福祉体制の充実

14．高齢者福祉体制の充実

15．障がい者福祉体制の充実

19．医療体制の充実

24．森林の整備（治山）

26．緑化推進

30．林業の振興

32．工業の振興

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

-1.80 -1.30 -0.80 -0.30 0.20 0.70 1.20 1.70 2.20

Ⅰ．重点取組エリア Ⅱ．継続取組エリア

Ⅲ．取組強化エリア Ⅳ．取組検討エリア

重
要
度
高
い

重
要
度
低
い

満足度低い 満足度高い

・平均値（0.21）

・平均値

（2.47）

 

◆まちづくりで満足していること・重要だと思うこと（令和元年度改定） 
 

・特に満足度が低く、重要度が高いのは、『公共交通機関の利便性』『医療体制の充実』と

なっています。 

 

～市民満足度調査（2019 年）より～ 

 

■まちづくりで満足していること・重要だと思うこと（散布図） 
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42.1 

10.5 

0.0 

5.3 

10.5 

10.5 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

52.6 

5.3 

5.3 

32.3 

19.4 

6.5 

12.9 

6.5 

22.6 

3.2 

0.0 

0.0 

0.0 

45.2 

0.0 

16.1 

7.5 

10.0 

17.5 

32.5 

10.0 

20.0 

15.0 

2.5 

2.5 

2.5 

32.5 

7.5 

7.5 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

交通が便利である

様々な情報が手に入りやすい

従業員の確保が容易である

地価や人件費が安い

原材料や部品、商品の入手が容易である

周辺の生活環境が整備されている

産業技術基盤が進みつつある

制度的優遇措置（税等）が整っている

試験研究機関が充実している

産学官の連携・交流が活発である

災害や治安の面で心配がない

その他

不明・無回答

H26（N=19）

H22（N=31）

H17（N=40）

（％）

 
■企業が感じるいなべ市の良い面（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        資料：いなべ市まちづくりに関する事業者アンケート（平成 26 年度） 

 
 
 

○市民の定住促進や、企業誘致の推進に向け、防災・防犯対策などの「安全・安心なまちづ

くり」を進める必要があります。 
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74.2 

76.2 

8.3 

7.0 

14.6 

11.0 

3.0 

5.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0 

18～49歳市民（N=1,249）

50～64歳市民（N=1,156）

愛着を感じる

愛着を感じない

どちらともいえない、わからない

不明・無回答

（％）

65.6 

42.2 

33.6 

44.2 

1.5 

2.9 

26.4 

2.9 

0.7 

8.0 

3.9 

2.9 

64.0 

41.9 

39.7 

40.4 

1.0 

2.0 

20.8 

3.5 

0.3 

9.5 

2.8 

4.8 

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 

生まれ育ったふるさとであるため

親、兄弟、親戚がいるため

友人・知人が多いため

自然に恵まれているため

すばらしい伝統文化があるため

公園や余暇を楽しむ場所などが整っているため

治安がよく、安心して住めるため

交通の利便性が高いため

名所、旧跡があるから

何となく

その他

不明・無回答

18～49歳市民（N=934）

50～64歳市民（N=881）

（％）

 

（２）市への愛着度 

○市への愛着度は、18～49 歳市民、50～64 歳市民ともに７割～８割となっており、愛着を感

じる理由には「生まれ育ったふるさとであるため」「自然に恵まれているため」が多くあが

っています。 

○市への定住意向を愛着度別にみると、愛着を感じない人で転出意向が大きくなっています。 

 
■市への愛着度（単数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

■（愛着を感じる人のみ）愛着を感じる理由（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 

             退職後の暮らしについての意向調査（対象者 50～64 歳）（平成 27 年度） 
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74.5 

47.3 

8.2 

19.8 

9.7 

20.9 

7.6 

12.1 

0.0 25.0 50.0 75.0 100.0 

愛着を感じる（N=792）

愛着を感じない（N=91）

住み続ける 転居する

わからない 不明・無回答

（％）

18～49歳市民（N=1,249）

■（18～49 歳市民）愛着度別定住意向（単数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料：進学や就職、結婚、出産等についての意向調査（対象者 18～49 歳）（平成 27 年度） 
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63.1 

66.5 

8.4 

8.3 

27.0 

23.8 

1.4 

1.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年（N=1,446）

平成26年（N=1,493）

感じている 感じていない どちらともいえない 不明・無回答

61.5 

59.3 

59.8 

52.1 

63.4

59.7

54.2

64.3

64.6

74.1

71.2

74.2

13.5 

12.6 

12.4 

17.8 

7.4

9.7

10.4

9.5

6.8

5.5

5.0

3.6

24.3 

28.1 

27.3 

29.4 

28.7

30.1

35.1

25.5

27.5

20.2

21.3

19.3

0.7 

0.0 

0.5 

0.6 

0.5

0.6

0.4

0.8

1.1

0.3

2.5

2.8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年 18～29歳（N=148）

平成26年 20～29歳（N=135）

令和元年 30～39歳（N=194）

平成26年 30～39歳（N=163）

令和元年 40～49歳（N=202）

平成26年 40～49歳（N=176）

令和元年 50～59歳（N=251）

平成26年 50～59歳（N=263）

令和元年 60～69歳（N=280）

平成26年 60～69歳（N=382）

令和元年 70歳以上（N=361）

平成26年 70歳以上（N=357）

感じている 感じていない どちらともいえない 不明・無回答

  
◆市への愛着の状況（令和元年度改定） 
 

・令和元年（2019 年）の市民満足度調査の結果では、市への愛着・親しみを感じているか

は、全体で「感じている」が 63.1％と最も高くなっています。 

・前回調査と比べても同様の傾向がみられますが、「感じている」が 2.4 ポイントとわずか

に減少しています。年齢別では、「30～40 歳代」が「感じている」がやや増加し、「感じ

ていない」がやや減少しています。一方で「50 歳代以上」では、「感じている」がやや減

少し、「感じていない」がやや増加しています。今後も継続して市への愛着を喚起し、定

住・移住の促進を図る必要があります。 

 

～市民満足度調査（2019 年）より～ 

 

■市への愛着（単数回答） 
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70.6 

58.5 

6.1 

7.7 

21.7 

31.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

令和元年（N=374）

平成26年（N=431）

感じている 感じていない どちらともいえない

  
・令和元年（2019 年）の中学生調査の結果では、いなべ市に愛着、親しみを感じるかにつ

いて、「感じている」が 70.6％と最も高く、次いで「どちらともいえない」が 21.7％と

なっています。 

・前回調査と比較すると「感じている」が 12.1 ポイント高くなっています。 

 

～中学生調査（2019 年）より～ 

 

■市への愛着（単数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
○転出抑制のため、「ふるさと」に対する誇りを高める施策を推進していく必要があります。 
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36.6 

30.4 

22.7 

20.4 

16.6 

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 

医療機能の整備

子育て支援

介護・福祉職の充実

就労支援

企業誘致

50～64歳市民（N=1,157）

（％）

 

（３）福祉・医療への意識 

○50～64 歳市民が移住・定住に効果があると考える取組は「医療機能の整備」「介護・福祉

職の充実」といった、福祉・医療の充実に関する取組が多くなっています。 

■いなべ市への定住や移住を促進するための取組として効果があると思うもの(複数回答・上位５位) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

               資料：退職後の暮らしについての意向調査（対象者 50～64 歳） 

 
 
○退職後も住み続けてもらうための福祉、医療体制の充実を進める必要があります。 
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第第３３章章  市市のの将将来来人人口口のの推推計計とと分分析析  

市の将来人口の推計のために、国の「『地方人口ビジョン』及び『地方版総合戦略』の策定

に向けた人口動向分析・将来人口推計について」（平成 26 年 10 月 20 日資料）において示さ

れた以下の人口推計パターンや、人口シミュレーションを分析しました。 

 

■国が示す２つの人口推計パターン 

国立社会保障・人口問題研究所（以下、「社人研」という。）準拠推計 

基準 2010 年 推計年次 2015 年～2060 年 

概要 
・主に平成 17（2005）年から平成 22（2010）年の人口の動向を勘案し

将来の人口を推計。 

出生に関する仮定 

・平成 22（2010）年の全国の子ども女性比※と各市町村の子ども女性

比との比をとり、その比が平成 27（2015）年以降 52（2040）年まで

一定として市町村ごとに仮定。 

死亡に関する仮定 

・55～59 歳→60～64 歳以下では、全国と都道府県の平成 17（2005）年

から平成 22（2010）年の生存率の比から算出される生残率を都道府

県内市町村に対して一律に適用。 

・60～64 歳→65～69 歳以上では上述に加えて都道府県と市町村の平成

12（2000）年→17（2005）年の生残率の比から算出される生残率を

市町村別に適用。 

移動に関する仮定 

・平成 17（2005）年～22（2010）年の国勢調査（実績）に基づいて算

出された純移動率が、平成 27（2015）～32（2020）年までに定率で

0.5 倍に縮小し、その後はその値を平成 47（2035）～52（2040）ま

で一定と仮定。 

※子ども女性比…15～49 歳女性人口に対する 0～4 歳人口の比 

 

創成会議準拠推計（消滅可能性都市を発表した推計） 

基準 2010 年 推計年次 2015 年～2040 年 

概要 ・社人研準拠推計をベースに、移動に関して異なる仮定を設定。 

出生に関する仮定 ・社人研準拠推計と同様。 

死亡に関する仮定 ・社人研準拠推計と同様。 

移動に関する仮定 

・全国の移動総数が社人研の平成 22（2010）～27（2015）年の推計値

から縮小せずに、平成 47（2035）年～平成 52（2040）年まで概ね同

水準で推移すると仮定。 
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■社人研準拠推計を基にした自然増減・社会増減の影響度分析のためのシミュレーション 

シミュレーション１（自然増減の影響） 

概要 

・社人研準拠推計において、合計特殊出生率が平成 42（2030）年まで

に人口置換水準（2.1）まで上昇すると仮定。（※すでに現在の合計

特殊出生率が人口置換水準を上回っている場合には、現在の状況で

推移すると仮定） 

将来人口に及ぼす自

然増減の影響度 

・社人研準拠推計とシミュレーション１を比較することで、将来人口

に及ぼす出生の影響度が分析できます。 

・社人研準拠推計から出生に関する仮定のみを変更したシミュレーシ

ョン１が、社人研準拠推計と比較して大きいほど、出生による影響

が大きい（現在の出生率が低い）と考えられます。 

シミュレーションの

方法 

・［シミュレーション１の平成 52（2040）年の総人口／社人研準拠推計

の平成 52（2040）年の総人口］の数値に応じて、以下の５段階に整

理。 

「１」＝100％未満、「２」=100～105％、「３」=105～110％、 

「４」=110～115％、「５」=115％以上の増加 

 
シミュレーション２（社会増減の影響） 

概要 

・社人研準拠推計において、合計特殊出生率が平成 42（2030）年まで

に人口置換水準（2.1）まで上昇し（シミュレーション１）、かつ移

動（純移動率）がゼロ（均衡）で推移すると仮定。 

将来人口に及ぼす社

会増減の影響度 

・シミュレーション１とシミュレーション２を比較することで、将来

人口に及ぼす移動の影響度が分析できます。 

・シミュレーション１の推計から移動に関する仮定のみを変更したシ

ミュレーション２が、シミュレーション１と比較して大きいほど、

移動による影響度が大きい（現在の転出超過が大きい）と考えられ

ます。 

シミュレーションの

方法 

・［シミュレｚーション２の平成 52（2040）年の総人口／シミュレーシ

ョン１の平成 52（2040）年の総人口］の数値に応じて、右の５段階

に整理。 

「１」＝100％未満、「２」=100～110％、「３」=110～120％、 

「４」=120～130％、「５」=130％以上の増加 

 
■具体的な分析の内容 

１ 将来人口の推計分析 

社人研準拠推計と創成会議準拠推計を比較することで、社会増減の影響度（移動の影響度）を

分析します。 

 

２ 自然増減、社会増減の影響度の分析 

社人研準拠推計と創成会議準拠推計、シミュレーション１・２の推計を比較することで、将来

人口に及ぼす自然増減の影響度（出生の影響度）と社会増減の影響度（移動の影響度）を分析

します。 
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42,055 40,562 
38,940 

37,192 

29,454 

45,682 

41,652 

39,923 
38,052 

36,030 

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

（人）

 

１ 将来人口の推計分析 

○社人研準拠推計によると、本市の人口は今後も減少し、平成 47 年には 40,000 人をきり、

平成 52 年には 37,192 人、平成 72年には 29,454 人となることが予測されています。 

○創成会議準拠推計では、社人研準拠推計より５年早い平成 42 年には 40,000 人をきり、平

成 52 年には 36,030 人となることが予測されています。 

○人口移動が収束しないと仮定した創成会議準拠推計の方が、人口減少がさらに進む見通し

となっていることから、人口移動を収束させるための人口増加対策を進めていく必要があ

ります。 

 

■社人研準拠推計、創成会議準拠推計の推計値比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 創成会議準拠推計の
方が若干人口減少幅
が大きくなる 
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15,000 

20,000 

25,000 

30,000 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

シミュレーション１

シミュレーション２

（人）

2,500 

3,500 

4,500 

5,500 

6,500 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

シミュレーション１

シミュレーション２

（人）

20,000 

30,000 

40,000 

50,000 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

シミュレーション１

シミュレーション２

（人）

 

２ 自然増減、社会増減の影響度の分析 

（１）人口シミュレーションによる比較 

○合計特殊出生率の上昇を仮定したシミュレーション１は、社人研準拠推計と比較して高い

数値で総人口が推移していくことが見込まれています。 

○合計特殊出生率の上昇、純移動率ゼロを仮定したシミュレーション２では、シミュレーシ

ョン１より高く推移していくことが見込まれていますが、社人研準拠推計とシミュレーシ

ョン１との差ほどの上がり幅は見込まれず、長期的にみると、移動人口の均衡よりも出生

増の方が人口の増加に大きく影響していくことがわかります。 

○年齢別にみると、シミュレーション１・２の推計では、合計特殊出生率の向上により年少

人口が増加し、平成 52 年にピークをむかえることが予想されています。平成 52 年にピー

クをむかえた年少人口が子どもを産む年齢となるのは平成 62 年から平成 72 年であること

が想定されます。合計特殊出生率上昇の効果が人口増に表れるのには時間がかかるため、

長期的な人口増をもたらす出生増、短期的な人口増をもたらす移動人口増の両面から人口

増加対策を進めていくことが大切です。 

 

■社人研準拠推計、創成会議準拠推計、シミュレーション１、シミュレーション２の総人口比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
■年少人口の比較               ■生産年齢人口の比較 

 
 
 
 
 
 

 移動人口の均
衡が大きく人口
増加に結びつく
わけではない 

 長期的にみると出
生増が人口増に
大きく影響する 
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2,500 

3,500 

4,500 

5,500 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

シミュレーション１

シミュレーション２

（人）

10,000 

11,000 

12,000 

13,000 

14,000 

15,000 

H22 27 32 37 42 47 52 57 62 67 72

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

シミュレーション１

シミュレーション２

（人）

■高齢人口の比較                ■20～39 歳女性人口の比較 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）自然増減、社会増減の影響度 

○人口対策に取り組むうえで自然増減と社会増減の影響度を計ってみると、本市の自然増減

の影響度は「３」、社会増減の影響度は「２」となっており、人口の増加を図るためには、

自然増に取り組む施策の方が有効であることがわかります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     

  ★   

     

     

     

 

自然増減の影響度 

１ ２ ３ ４ ５ 

１ 

２ 

３ 

４ 
５ 

社
会
増
減
の
影
響
度 

 

自然増の影響度「３」 

社会増の影響度「２」 

●影響度の算出方法 

自然増減の影響度＝シミュレーション１の H52 の総人口／社人研準拠推計の H52 の総人口 

社会増減の影響度＝シミュレーション２の H52 の総人口／シミュレーション１の H52 の総人口 

●影響度の基準 

自然増減    社会増減 

「１」=100％未満  「２」=100～105％  「１」=100％未満  「２」=100～110％ 

「３」=105～110％ 「４」=110～115％  「３」=110～120％ 「４」=120～130％ 

「５」=115％以上の増加   「５」=130％以上の増加 
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３ 人口減少がまちの将来に与える影響度の分析 
 

将来的に人口の減少が続くことは、市民生活、地域経済、自治体経営等に大きな影響を与

えると考えらえます。今後予想される人口の変化が、地域の将来にどのような影響を及ぼす

かを分析、考察します。 

 
①高齢化の進行による影響 

少子高齢化の進行により、平成 72 年には生産年齢人口約 1.4 人で老年人口１人を支える人

口構造となることが予想されます。 

また、老々介護の増加や単身高齢者の孤立、自家用車を利用できなくなった高齢者の生活

支援といった問題もこれまで以上に大きくとなることが予想されます。 

さらに、高齢化による医療や介護にかかる社会保障費の増大、介護従事者の不足などの高

齢者を取り巻く様々な課題があがってくることが懸念されます。 

 

②少子化の進行による影響 
社人研準拠推計では、今後さらに少子化が進行する見込みとなっています。少子化や核家

族化により、地域における子どもの集団が形成されにくくなってくるのに加え、子育てに関

する悩みや不安を相談できず、育児不安を抱える保護者が増加していくことが想定されます。 

また、保育・教育環境においては、子どもが減っていくことにより、望ましい集団活動を

実践できる子どもの数が確保できなくなってくることから、学校の統廃合を進める必要が出

てくると考えられます。しかし、統廃合により、地域と子どものつながりがなくなることや、

子育て世帯の可住地域を狭めることなどが懸念されます。 

 
③地域を支える人材の不足 

地域の住民コミュニティ活動は、環境の美化・保全や、防犯・防災上の安全の確保、共同

施設・設備の維持・管理の分担など、様々な面で住民の生活を支え、持続可能なまちづくり

に寄与しています。しかし、人口減少や高齢化の進行により、地域活動の担い手の確保が困

難になるとともに、構成員の高齢化により、活動への参加や役割分担が困難になることが想

定されます。 

 
④地域経済への影響 

生産年齢人口の減少が見込まれるなか、労働力の減少により、経済成長の停滞につながる

ことが懸念されます。 

また、人口減少や高齢化による個人消費の減少により、地域経済が縮小していくことが懸

念されます。 

 
⑤市財政への影響 

生産年齢人口の減少により、住民税等の収入の減少が見込まれます。また、医療・介護の
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ニーズの高い後期高齢者の比率が高まることで、社会保障費の増大が見込まれ、住民負担及

び行政負担の増加が見込まれます。 

公共施設や上下水道等の維持管理についても、利用人口が減少することで、施設の維持管

理費、補修費等の行政負担が過重となっていくことが考えられます。 
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第第４４章章  市市のの人人口口をを取取りり巻巻くく課課題題とと今今後後のの方方向向性性  

１ 市の人口減少につながる要因 

（１）企業の動向が与える人口への影響 

本市は、企業誘致、宅地造成を進めながら人口流入施策を推進してきましたが、その一

方で、業種が製造業に集中していること、市内に大学がないことなどから、学生が就職す

る際の市外流出が進んでいる状況です。また、派遣労働者が多く、経済的な不況の影響を

受け派遣労働者が減少すると、人口にも影響が出るなど、企業立地の状況が人口の増減に

直接的な影響を及ぼしています。 

 

（２）働く女性の増加や世帯構成の変化による出生減の影響 

有配偶者が多いにも関わらず、合計特殊出生率が低く、出産につながっていない現状で

す。働いている女性が多く、子育てと仕事を両立できる環境が整備されていないことが出

生につながらない一因と考えられます。 

 

（３）市外からの移住・定住 

昼夜間人口比は比較的高く、市内で安定した雇用供給があることがうかがえます。一方

で、学生の就職時の転出や、市外からの通勤者の移住・定住が進んでいないことが課題と

なっていいます。 
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２ 基本的な方向性 

 

まちづくりの将来像 

住んでいーな！来ていーな！活力創生のまち いなべ 

 
 
 

定住対策でめざすもの 

結婚・出産・子育ての希望がかなう支援の推進、住みよいまちづくり等による 

“住んでいーな！”を実感できるまち いなべ 
 
 

移住・交流対策でめざすもの 

いなべ市の豊かな自然を活かした観光振興や起業・創業支援策による 

“来ていーな！”を実感できるまち いなべ 
 
 

 総合戦略がめざすいなべの姿を「住んでいーな！来ていーな！ 活力創生のまち いなべ」

とし、その実現に向けて「まち・ひと・しごと創生」を一体的に進めます。 

 具体的には、就職、結婚、出産、子育てなど多様なニーズに対して切れ目のないサービス

を提供することで、いなべ市に住み続けたいという“住んでいーな！”を実感してもらえる

ようまちの実現をめざします。また、にぎわいと活力の創出により、いなべ市を訪れてみた

い、いなべ市に移り住みたいという“来ていーな！”を実感してもらえるまちをめざします。 

 “住んでいーな！”“来ていーな！”を実現するため、新たに「ＳＤＧｓの推進」「国土強

靭化の推進」「外部人材の活用」「ダイバシティの推進」の４つの共通視点により、様々な取

組を進めていきます。これらの取組を通じて、いなべ市で就職、結婚、出産、子育てなどの

希望をかなえたい人や、起業、創業など新たなことにチャレンジしたい人を応援し、人もま

ちも健康で生命力にあふれた姿をめざす、基本理念である“いきいき笑顔応援のまち”につ

なげていきます。 
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３ 人口の将来展望 

本市のこれまでの人口動向を分析すると、合計特殊出生率は国・県より低く推移しており、

企業誘致などによる社会増が人口の増加に大きく影響を及ぼしてきたという経緯があります。 

そこで、本市の人口の将来展望については、総合戦略の計画期間である平成 27 年～31 年

の間に、企業誘致等により集中的に転入を促進するとともに、出産しやすく子育てしやすい

環境整備により出生率を向上させていく前提のもと、以下のように設定します。 

 
 
 
 
 
 
■市の人口の推移と長期的な見通し 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※国の方針転換や、今後の本市における住宅開発等の影響、社会経済動向の変化など、人口に大きな

影響を与える要因があった場合などにおいては、適宜見直しを行うものとします。 

 
 
出生に関する仮定※ 

合計特殊出生率：H22 の 1.46（過去最高値）

で推移していくと仮定。 

移動に関する仮定※ 

移動率：最も移動の多かった H2～H7 年実

績を、H27～H31 に設定。 

45,682

44,623 45,301

43,988

42,526

40,922

39,187

44,598
43,403

42,055

40,562

38,940

37,192

44,598

43,223

41,652

39,923

38,052

36,030

30,000 

35,000 

40,000 

45,000 

50,000 

S55 60 H2 7 12 17 22 27 32 37 42 47 52

市独自推計

社人研準拠推計

創成会議準拠推計

実績

（人）

総合計画の目標年度（H37） 

約約 4444,,000000 人人  
人口ビジョンの目標年度（H52） 

約約 4400,,000000 人人  
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45,684

42,055

37,192
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39,575
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32,000

34,000

36,000

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040

社人研準拠（2015年） 日本創成会議（2015年）

市独自推計（2015） 社人研準拠（2018年）

市独自推計（2019）

 

◆人口の将来展望（令和元年度改定） 
 

本市の人口は、平成 27（2015）年の国勢調査では、企業誘致の成功などの影響により、

平成 22（2010）年と比べて増加となり、平成 30（2018）年に公表された国立社会問題人口

研究所（以下、社人研という。）における本市の人口推計（2015 年国勢調査をもとに算出）

は上方修正されました。 
これらの結果と合わせて、企業誘致に必要な用地確保の課題や住民基本台帳にみられる

継続した人口減少の傾向などの状況を踏まえ、本市の現時点での独自推計を算出しました。 

引き続き、人口減少の抑制に取組み、総合計画の目標値である「令和７（2025）年に定

住人口 44,000 人」及び、人口ビジョンの目標値である「令和 22（2040）年に定住人口 40,000

人」の維持を目指します。 

 

■人口の将来展望（推計値） 

  

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市独自推計（2015 年）の概要 

…合計特殊出生率：H22 の 1.46（過去最高値）で推移すると設定。 

…移動率：最も移動の多かった H2～H7 年実績を、H27～H31 に設定。 

 

市独自推計（2018 年）の概要 

…合計特殊出生率：H22 の 1.46（過去最高値）で推移すると設定。 

…移動率：社人研推計（2018）に準拠。 

総合計画の目標年度（2025 年） 

約 44,000 人 
人口ビジョンの目標年度（2040 年） 

約 40,000 人 

 

 

 

 

 

 

社人研 2018 

市独自 2019 

市独自 2015 

社人研 2015 

創生会議 2015 
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